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第１２章 準備書についての意見と事業者の見解 
 

12.1 準備書についての住民等の意見の概要及び事業者の見解 

12.1.1 準備書の公告及び縦覧等 

「環境影響評価法」第 16条の規定に基づき、環境の保全の見地からの意見を求めるため、準

備書を作成した旨及びその他事項を公告し、準備書及びその要約書を公告の日から起算して

1 ヶ月間縦覧に供した。 

 

(1)準備書の公告・縦覧 

1)公告の日 

平成 29 年 11月 1日（水） 

 

2)公告の方法 

① 日刊新聞による公告 

下記日刊紙に「公告」を掲載した。公告内容を図 12.1.1-1に示す。 

・長崎新聞（朝刊 25面） 

 

② 地方公共団体の広報誌によるお知らせ 

下記広報誌に「お知らせ」を掲載した。公告内容を図 12.1.1-2に示す。 

・五島市広報誌（平成 29年 11月号） 

 

③ インターネットによるお知らせ 

下記のホームページに「お知らせ」を掲載した。公告内容を図 12.1.1-3に示す。 

・戸田建設株式会社 ホームページ 

http://www.toda.co.jp/ 

なお、長崎県のホームページより事業者のホームページにリンクをされることにより、

準備書及び要約書が参照可能とされた。 
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3)縦覧場所 

 関係地域の自治体庁舎 14箇所、事業者事務所及びインターネットの利用による縦覧を実施

した。 

① 自治体庁舎 

・五島市役所 本庁  （五島市福江町 1-1） 

・富江支所   （五島市富江町富江 165） 

・玉之浦支所   （五島市玉之浦町玉之浦 763） 

・三井楽支所   （五島市三井楽町濱ノ畔 1473-1） 

・岐宿支所   （五島市岐宿町岐宿 2535） 

・奈留支所   （五島市奈留町浦 1818-1） 

・奥浦出張所   （五島市奥浦町 1611-1） 

・崎山出張所   （五島市上崎山町 20-1） 

・本山出張所   （五島市堤町 1320） 

・大浜出張所   （五島市浜町 117） 

・椛島出張所   （五島市本窯町 8-1） 

・伊福貴出張所分室  （五島市伊福貴町 376 -13） 

・久賀島出張所  （五島市久賀町 217-3） 

・長崎県県庁   （長崎市江戸町 2-13 ） 

 

② 事業者事務所 

・戸田建設株式会社福江事務所 （五島市福江町 1190-9老人いこいのセンター内） 

 

③ インターネットの利用 

事業者ホームページに準備書の内容を掲載した。 

 

4)縦覧期間 

平成 29年 11月 1日（水）～平成 29年 12月 1日（金）までとした。 

縦覧時間として、自治体庁舎等においては、土曜日、日曜日、祝日を除く午前 9時から午

後 5時までとした。事業者ホームページにおける電子縦覧については、常時アクセス可能な

状態とした。 
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(2)準備書についての説明会の開催 

「環境影響評価法」第 17条の規定に基づき、準備書の記載事項を周知するための説明会を

開催した。 

 

1)公告の日及び公告方法 

 説明会の開催公告は、準備書の縦覧等に関する公告と同時に行った。 

 

2)開催日時、開催場所及び来場者数 

 説明会の開催日時、開催場所及び来場者数は以下のとおりである。 

  開催日時：平成 29年 11月 14日（火） 午後 7時から午後 8時 

  開催場所：福江文化会館 3階展示室 （五島市池田町 1-2） 

  来場者数：20名 

 

(3)環境影響評価準備書についての意見の把握 

「環境影響評価法」第 18条の規定に基づき、環境の保全の見地からの意見を有する者の意

見の提出を受け付けた。 

 

1)意見書の提出期間 

平成 29年 11月 1日（水）～平成 29年 12月 15日（金）まで（当日消印有効） 

 

2)意見書の提出方法 

①事業者への郵送による書面の提出 

縦覧場所に用意した意見書の様式を図 12.1.1-4に示す。 

 

②電子メールによる提出 

 

3)意見書の提出状況 

意見書の提出は 2通、意見総数は 16件であった。 
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図 12.1.1-1 「長崎新聞」(平成 29年 11 月 1 日版)における公告内容 
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図 12.1.1-2 「五島市広報誌」(平成 29年 11 月号)における公告内容 
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図 12.1.1-3(1) 戸田建設株式会社 ホームページ（1/2） 
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図 12.1.1-3(2) 戸田建設株式会社 ホームページ（1/2） 
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図 12.1.1-3(3) 長崎県 ホームページ 
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図 12.1.1-4 ご意見記入用紙 

 

 



 

1099 

12.1.2 準備書についての住民等の意見の概要及び事業者の見解 

「環境影響評価法」第 18条及び第 19条規定に基づく、準備書についての意見の概要並び

にこれに対する事業者の見解は表 12.1.2-1の通りである。 

なお、ゴシック書体で記載した部分は、今回評価書を取りまとめるに当たり、当該届出以

降に追加又は記載事項の見直しを行った事項を表す。また、提出された意見は、原文のまま

記載した。 

 

 表 12.1.2-1(1) 準備書についての住民等の意見の概要及び事業者の見解 

No. 住民等からの意見の概要 事業者の見解 

1 ■洋上におけるコウモリ類の調査手法はすでに存

在する 

P590「洋上を主な調査対象とするコウモリ類の調査

方法は確立されたものがないため、予備調査や専門

家等の助言を踏まえ調査方法を検討した」とある

が、国外だけでなく国内でも洋上における「コウモ

リ類の長期間の自動録音調査」はすでに行われてお

り、定量的予測手法も存在する。 

洋上においては、固定式の自動録音調査を実施す

ることが困難と判断し、船舶によるライントランセ

クト調査を実施し、陸上部においては夜間の自動録

音調査を実施しました。 

今後も新たな知見を収集し、事後調査や取り得る

環境保全措置について検討いたします。 

 

コウモリ類の事後調査に自動録音調査及び衝突

監視カメラ調査を追加することとし、内容について

「第 10 章 10.3.2 事後調査計画」に記載しました。 

2 ■P752コウモリ類への影響予測「ブレード・タワー

等への接近・接触」について 

「限られた方法、時期に実施したので予測は不確実

性が大きい」とあるが、事業者は陸上調査 23 日に

対して洋上は 7日しか調査をしていない。 

なぜ、「予測と関係ない陸上」については、洋上の 3

倍もの手厚い調査をし、本来「手厚い調査をすべき

洋上」は「限られた方法、時期」で実施する必要が

あったのか？科学的根拠を述べよ。 

 洋上調査をあえて少なくしたのではなく、海象条

件等により洋上調査が実施できなかった場合に、コ

ウモリ類の実態について少しでも情報を得るため

に陸上調査を追加的に実施しました。 

3 ■P752コウモリ類への影響予測「ブレード・タワー

等への接近・接触」について 

「限られた方法、時期に実施したので予測は不確実

性が大きい」とあるが、事業者は、方法書に対して

一般から指摘された環境保全の見地からの意見を

「一部の専門家意見」を理由に無視し、チェリーピ

ッキング、つまり「自らに都合の良い専門家意見」

のみを聞いた。その結果、「予測に使えない無駄な

調査」に多大な予算と日数を費やした上に、余計な

CO2を排出し、結局のところバットストライクを予

測するために本来取得すべき洋上の定量データを

何一つ得なかった。 

 今回の洋上調査の結果から、コウモリ類が確認で

きなったことを事実と捉えながらも、ご指摘のとお

り限られた頻度での調査しか実施できなかったこ

とも含め、「不確実性が大きい」と判断しています。

事後調査において、実態及び影響について把握に努

めます。 
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 表 12.1.2-1(2) 準備書についての住民等の意見の概要及び事業者の見解 

No. 住民等からの意見の概要 事業者の見解 

4 ■P752コウモリ類への影響予測「ブレード・タワー

等への接近・接触」について 

「限られた方法、時期に実施したので予測は不確実

性が大きい」とあるが、「予測が不確実」なのは「コ

ウモリの洋上トランセクト」及び「洋上風車と全く

関係ない陸上でのコウモリ調査」という科学的根拠

のない主観的で非効率な「限られた方法」を行った

結果であろう。自ら立案したデタラメな調査計画を

棚に上げて、予測の不確実性に言及するのは論点の

すり替えである。よって本準備書の予測結果は「適

切とは言えない」。 

当該地域において、バットストライクがどの程度

発生するかは、現在の知見では予測できないと考え

ます。そのため、事後調査の結果及び専門家等の意

見を踏まえながら、必要に応じて追加的な環境保全

措置を講じることにより、コウモリ類への影響の低

減をはかりたいと考えております。 

 

コウモリ類の事後調査に自動録音調査及び衝突

監視カメラ調査を追加することとし、内容について

「第 10 章 10.3.2 事後調査計画」に記載しました。 

5 

 

 

■P752コウモリ類への影響予測「ブレード・タワー

等への接近・接触」について 

上記について事業者は、「専門家等の助言を踏まえ

調査方法を検討した」などと回答すると思うが、最

終的な決定をしたのは事業者自身である。ならば事

業者自身の言葉で、「限られた方法、時期に実施し

た」科学的根拠を明確にすること。そもそも「匿名

の専門家」に責任を押し付けることを、「客観的根

拠」や「科学的根拠」などとは言わない。 

 事業者として、専門家等の助言を得ながら現地調

査及び予測評価を行なっております。環境影響評価

は事業者の責任で行うものであり、専門家等の方々

に責任を押しつけているものではございません。 

 今後も皆様の意見や専門家等の意見をもとに、適

切な事後調査及び必要に応じた環境保全措置に努

めてまいります。 

6 ■P752コウモリ類への影響予測「ブレード・タワー

等への接近・接触」について 

洋上においても、既設風車やブイ、プラットホーム

などに自動録音装置を定点設置する調査手法はす

でに欧州や国内でも行われている。事業者は P584

の文献を調べたはずだが、その文献には洋上でも定

点自動録音調査が基本であることが明記されてい

る。しかし、事業者は、洋上では定点自動録音調査

を「わざわざ」行おうとしなかった。なぜ、「陸上

では行ったのに洋上では定点自動録音調査を行わ

ない」のか。 

洋上にコウモリがいれば、追加的保全措置、つまり

稼働制限を行わざるを得ない。そのため洋上にコウ

モリがいないという恣意的な結果をつくるために、

陸上は手厚く調査を行い、洋上はわざと非効率な調

査を行ったということではないのか。 

調査手法につきましては、水深や海象条件等を考

慮し船舶による調査を選択しました。 

事後調査においても基本的には事前調査と同じ

手法を計画しておりますが、風車施設での調査も実

施可能なことから、自動録音調査につきましても調

査に加えるべく、評価書に記載いたします。 

 

コウモリ類の事後調査に自動録音調査及び衝突

監視カメラ調査を追加することとし、内容について

「第 10 章 10.3.2 事後調査計画」に記載しました。 

7 ■P1029 事後調査「夜間の洋上トランセクト」など

という、科学的根拠のない主観的で非効率な事後調

査計画は即中止し、洋上に自動録音装置を設置し、

調査を長期間行うこと。と同時に風速降雨気温を記

録して解析し、カットインアルゴリズムを構築する

こと。事後調査期間中は、コウモリ類の保全措置と

して、稼働制限を安全側に設定すること。 

事後調査につきましては、自動録音調査につきま

しても調査に加えるべく、評価書に記載いたしま

す。 

調査結果に基づき、専門家等の助言を得ながら、

必要に応じて、保全措置を検討いたします。 

 

コウモリ類の事後調査に自動録音調査及び衝突

監視カメラ調査を追加することとし、内容について

「第 10 章 10.3.2 事後調査計画」に記載しました。 
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表 12.1.2-1(3) 準備書についての住民等の意見の概要及び事業者の見解 

No. 住民等からの意見の概要 事業者の見解 

8 ■保全措置「ライトアップを行わない」はバットス

トライクの「低減」効果は確認されていない 

「餌となる昆虫類を誘引するライトアップは行わ

ない」とあるが、ライトアップをしていなくてもバ

ットストライクは発生している。研究によれば昆虫

類が誘引されるのはライトアップだけでなくナセ

ルの熱も要因であることが示唆されている。「ライ

トアップをしない」ことは「影響の回避」措置のひ

とつであるが、それだけではバットストライクは回

避できないのは明白である。アセスメントでは影響

が回避できなければ低減するのがきまりである。こ

れまでのところ、「バットストライクの低減効果」

が確認されているのは「カットインスピードをあげ

ること」と、「低風速時のフェザリング」という稼

働制限のみである。 

海外の報告※によると、コウモリ類と昆虫類を風

力発電機に誘引させないために、ライトの使用を必

要最小限にすること等の対策が挙げられており、事

業計画のなかで実行可能な対策として採用しまし

た。 

なお、ご指摘の稼動制限につきましては、事後調

査の後、調査結果に基づき専門家等の助言を得なが

ら、必要に応じて検討いたします。 

 

※Eurobats, 2014, Guidelines for consideration of bats in wind 

farm projects Revision 2014, Publication Series No.6, 

UNEP/Eurobats 

9 ■回避措置（ライトアップアップの不使用）につい

て 

ライトアップをしていなくてもバットストライク

は発生している。これは事実である。 

これについて事業者は「ライトアップアップをしな

いことにより影響はある程度低減できると思う」な

どと主張すると思うが、「ある程度は低減できると

思う」という主張は事業者の主観に過ぎない。 

 海外の報告※によると、コウモリ類と昆虫類を風

力発電機に誘引させないために、ライトの使用を必

要最小限にすること等の対策が挙げられており、事

業計画のなかで実行可能な対策として採用しまし

た。 

※Eurobats, 2014, Guidelines for consideration of bats in wind 

farm projects Revision 2014, Publication Series No.6, 

UNEP/Eurobats 

10 ■本事業は風力発電事業のはずだが、本準備書の予

測において「風速など気象条件」と「コウモリの出

現量」の相関を一切考察しない科学的根拠は何か？ 

調査結果から洋上での出現が確認できませんで

した。事後調査を実施するとともに、今後も新たな

知見を収集し、ご指摘の気象条件やコウモリ類の出

現量について検討致します。 

11 ■コウモリ類の事後調査について 

コウモリの事後調査は、「コウモリの活動量」、「気

象条件」、「死亡数」を調べること。コウモリの活動

量と気象条件は、死亡の原因を分析する上で必須で

ある。「コウモリの活動量」を調べるため、ナセル

に自動録音バットディテクターを設置し、日没 1時

間前から日の出 1時間後まで毎日自動録音を行い、

同時に風速と天候も記録すること。当然ながら、事

後調査期間中は、コウモリ類の保全措置として、稼

働制限を安全側に設定すること。 

事後調査の内容についてはご指摘の内容を踏ま

え検討いたします。 

稼動制限につきましては、調査結果に基づき専門

家等の助言を得ながら、必要に応じて検討いたしま

す。 

 

コウモリ類の事後調査に自動録音調査及び衝突

監視カメラ調査を追加することとし、内容について

「第 10 章 10.3.2 事後調査計画」に記載しました。 

12 ■コウモリ類の事後調査（サーモグラフィカメラ）

について 

コウモリの死体は小さいためすぐに分解され消失

してしまう。漂着したコウモリの死体を探すのはほ

ぼ不可能であろう。よってコウモリの事後調査は、

サーモグラフィカメラによる調査を追加すること。 

 事後調査の内容についてはご指摘の内容を踏ま

え検討いたします。 

 

 

13 ■意見は要約しないこと 

意見書の内容は、貴社側の判断で要約しないこと。

要約することで貴社の作為が入る恐れある。 

意見書の内容は要約せず、全文記載致しておりま

す。 
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表 12.1.2-1(4) 準備書についての住民等の意見の概要及び事業者の見解 

No. 住民等からの意見の概要 事業者の見解 

13 コウモリ類について 

欧米での風力発電アセスメントにおいて、最も影

響を受ける分類群として、コウモリ類と鳥類が懸念

されており（バット＆バードストライク）、その影

響評価等において重点化されている。 

国内でもすでに風力発電機によるバットストラ

イクが多数起きており、不確実性を伴うものではな

く、確実に起きる事象と予測して影響評価を行うべ

きである。 

このことを踏まえて環境保全の見地から、本準備

書に対して以下の通り意見を述べる。 

なお、本意見は要約しないこと。 

意見書の内容は要約せず、全文記載致しておりま

す。 

14 1．コウモリ類の調査実施日の天候（降雨の有無）

をすべて記述すること。 

調査実施日の降雨については、評価書に追記しま

す。 

 

調査実施日の降雨について、「第 10 章 10.1.3 動

物」に記載しました。 

15 2．コウモリ類の移動は出産哺育場所から越冬場所

間で行われる。時期のピークは 8月下旬から 9月で

ある。しかし本事業では 8 月上旬と 10 月中旬に調

査が行われており、移動期の調査が行われていな

い。作為的に実施しなかったとは思えないが、移動

期のピークにおける洋上の調査を追加実施すべき

である。 

 洋上を移動するコウモリ類の移動時期について

の既往知見が確認できなかったものの、陸上の移動

等を参考に調査時期を設定しました。 

 事後調査においては、自動録音調査を追加し、コ

ウモリ類の実態把握に努めます。 

 

コウモリ類の事後調査に自動録音調査及び衝突

監視カメラ調査を追加することとし、内容について

「第 10 章 10.3.2 事後調査計画」に記載しました。 

16 3．事後調査は風力発電機にフルスペクトラム方式

のバットディテクターを設置し、通年においてコウ

モリ類の活動状況を把握する必要がある。これらは

風力発電機の 1/3 以上に設置すること。また洋上で

のコウモリ類の死体採集は不可能であることから、

コウモリ類の音声が頻繁に記録される発電機には

ビデオカメラを設置してバットストライクの発生

有無を確認する必要がある。環境保全に前向きな事

業形態を望む。 

 

以上。 

事後調査の内容についてはご指摘の内容を踏ま

え、自動録音調査を追加し、コウモリ類の実態把握

に努めます。 

追加的な保全対策につきましては、調査結果に基

づき専門家等の助言を得ながら、必要に応じて検討

いたします。 

 

コウモリ類の事後調査に自動録音調査及び衝突

監視カメラ調査を追加することとし、内容について

「第 10 章 10.3.2 事後調査計画」に記載しました。 
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12.2 準備書についての長崎県知事の意見及び事業者の見解 

12.2.1 準備書について述べられた長崎県知事の意見 

 「環境影響評価法」第 20条第 1項及び「電気事業法」第 46条の 13の規定に基づく、準備

書についての長崎県知事の意見（平成 30年 3月 28日）は、次に示すとおりである。 
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12.2.2 準備書についての長崎県知事の意見及び事業者の見解 

 準備書についての長崎県知事の意見及び事業者の見解は、表 12.2.2-1のとおりである。 

 

 

表 12.2.2-1(1) 準備書についての長崎県知事の意見及び事業者の見解 

1.全体的事項 

長崎県知事意見 事業者の見解 

（1）当該事業の環境影響評価の実施にあたっては、環

境影響評価法その他関係法令等に基づき、適切に行う

こと。 

準備書以降の手続きにおいても、環境影響評価法そ

の他関係法令等に基づき、適切に行います。 

 

 

（2）事業計画を具体化するにあったては、漁業者等地

元住民や関係者との十分な協議を行い、理解が得られ

るよう努め、検討事項及び結果、その判断に至った経

緯等について丁寧に説明すること。 

準備書以降の手続きにおいても、漁業者等地元住民

や関係者との十分な協議を行い、理解が得られるよう

に努め、検討事項及び結果、その判断に至った経緯等

について丁寧に説明します。 

 

（3）環境影響評価準備書及びその要約書における記述

の誤り、不足等については、環境影響評価書において、

訂正、追加して記載すること。 

評価書において、記述の誤り、不足等について、訂

正、追加して記載いたしました。 

 

 

（4）今後の手続きにあたっては、2.の個別事項の内容

を踏まえ、適切な調査・予測・評価を行うとともに、

必要な事後調査を行うこと。 

 また、その結果、重大な影響を及ぼすおそれがある

場合には、環境影響の回避・低減を図るための効果的

な環境保全措置を講ずること。 

準備書手続きで頂いた意見をもとに、調査・予測・

評価を追記します。 

事後調査については追加調査を検討し、内容を「第

10章 10.3.2事後調査計画」に記載しました。 

また、環境監視として、工事中及び供用時の環境監

視計画を「第 10章 10.3.3環境監視」に記載しました。 

 事後調査及び環境監視の結果、重大な影響を及ぼす

おそれがある場合には、環境影響の回避・低減を図る

ための効果的な対策を検討し、実行可能な環境保全措

置を講じます。 
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表 12.2.2-1(2) 準備書についての長崎県知事の意見及び事業者の見解 

2.個別事項 

長崎県知事意見 事業者の見解 

（1）動物 

多くの渡り鳥が行き交う海域となっていることや鳥

類の渡りのルートの予測の不確実性から、事業区域に

おける鳥類や哺乳類の状況については、情報収集を行

い、継続して調査を実施すること。 

事後調査においては衝突監視カメラ調査を追加実施

するとともに、事後調査後においても環境監視を行い

ます。 

事後調査計画は「第 10章 10.3.2 事後調査計画」に、

環境監視計画は「第 10章 10.3.3 環境監視」に記載しま

した。 

 

（2）騒音及び低周波音 

住居・福祉施設等の立地位置や風車設置場所からの

距離、人が感じる騒音及び低周波音の感覚閾値等を考

慮し、最新の知見や専門家等の意見を踏まえて、可能

な限り環境保全措置を講じるとともに、稼働開始後に

影響が確認された場合の対策についても検討するこ

と。 

 

工事中及び供用時に環境監視を行い重大な影響を及

ぼすおそれがある場合には、環境影響の回避・低減を

図るための効果的な対策を検討し、実行可能な環境保

全措置を講じます。 

環境監視計画は「第 10章 10.3.3環境監視」に記載し

ました。 

（3）水中音 

海棲生物への影響について、既設風車に係る観測値

等の活用や、専門家等の意見・助言等を踏まえて、適

切に調査、評価を行い、事後調査も実施すること。 

既設風車に係る観測値等の活用をするとともに、専

門家等の意見・助言を踏まえて、調査、評価を行いま

した。 

水中音及び魚類等に関しては事後調査を行うととも

に魚類等については事後調査後も供用時の環境監視を

行います。 

事後調査計画は「第 10章 10.3.2 事後調査計画」に、

環境監視計画は「第 10章 10.3.3 環境監視」に記載しま

した。 

 

（4）景観への配慮 

世界遺産候補構成資産からの眺望については、関係

機関と十分に協議を行い、眺望点から風力発電施設の

垂直見込角が 0.5°未満となるよう配置するほか、色彩

についても、周辺環境との調和に配慮した塗装とする

こと。 

事業計画において、既に世界遺産構成資産からの眺

望については、眺望点から風力発電施設の垂直見込角

が 0.5°未満となるよう配置しています。 

今後も関係機関と協議の上、周辺環境との調和に配

慮した塗装色彩の決定等を行います。 
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